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関（Organization for Cross-regional Coordi-
nation of Transmission Operators, JAPAN：
OCCTO）を創設しました。このOCCTOには
すべての電気事業者が加入します。OCCTO
は，地域を超えた電力のやり取りを容易に
し，災害などにより電力が不足した場合に地
域を超えた電力の融通などを指示する司令塔
となって，停電の発生を防ぎます。さらに，
全国レベルで電力の需要と供給を一致させる
機能を強化することなどにより，太陽光発電
や風力発電などの出力変動の大きい再生可能
エネルギー電源の導入拡大などに対応しま
す。
⑵ 小売りの全面自由化
すでに2016年４月からの電力小売自由化に
45理大 科学フォーラム　2016（11）
ついては説明してきましたが，実は，2000年
から大口の電力需要家を対象に電力小売りが
自由化されており，図４に示すように徐々に
規模の小さい需要家も自由化の対象となって
きました。2020年以降に経過措置が解除され
ることで全面自由化が完了します。
⑶ 　法的分離により送配電部門の中立性の一
層の確保
送配電ネットワークは全国に面的に存在す
る大規模設備であり，電力自由化後に新規参
入者が同じような設備を建設することは，社
会全体で考えると二重投資となり非効率で
す。そこで，既存の送配電ネットワークを誰
でも自由かつ公平・平等に利用することと
し，二重投資による非効率を防ぎます。現
在，従来の電力会社が送配電ネットワークを
所有していますが，中立性を高めるため送配
電部門の分社化（法的分離）を2020年４月に
実施します。
メリットはあるのか：
冒頭の問いに対する回答
電力小売全面自由化は，わが国のエネルギ
ーシステムの一体改革の一環として，消費者
に直結した重要な政策です。今後，スマート
メーターが普及し，小売電気事業者を選ぶこ
とができるようになります。電気の安売り競
争はいずれ頭打ちになり，デマンドレスポン
スなどの新しい電気料金メニューが提供され
るでしょう。
賢い消費者として適切な供給先選択を行う
ためには，電力kWと電力量kWhの違いを理
解したり，過去の電力消費実績をさかのぼっ
て新しい電気料金メニューを適用した場合の
電気代を試算したり，デマンドレスポンスに
対応して電気の使い方をどのように変えるか
を検討する必要が出てきます。もしかする
と，自宅の電気料金の支払いや，他のサービ
スと一括して契約することによる節約は，あ
まり実感できないかもしれません。むしろ，
契約が複雑になって，契約変更の際に考えな
いといけない事柄が増えて，判断が困難にな
ることも十分に考えられます。
政府は，電力小売全面自由化ばかりでな
く，エネルギーシステム改革を推進していま
す。2017年にはガス小売全面自由化が始まり
ます。電力やガス産業，その他サービスの新
展開に向けて，さまざまな分野の学問と融合
発展的な教育・研究への期待も高まります。
未来に向かって創意工夫をする機会が増え，
その成果が，めぐりにめぐって消費者のメリ
ットとして結実することを願っています。
図４　電力小売自由化の歴史（資源エネルギー庁）
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